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成果報告会発表資料
～ 今年度までの事業実施状況と今後の展望 ～

香川県教育委員会

主任指導主事 岡原 昌代【発表者】

令和８年１月２７日（火）

【団体名】

【文部科学省委託事業】
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業
（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）
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事業目的

令和５年１２月の香川県教育委員会特別支援教育課の
調査によると、学校経営を担う校長の特別支援教育の経
験のない割合は、小学校で78.1％、中学校で77.8％とい
う結果であった。特別支援教育の全校的な教育支援体制
を確立することに向けて、本事業において全ての教員の
ための「特別支援教育マスター指標」の策定と、指標に
基づいた研修プログラムの開発に取り組んだ。また、モ
デル中学校区の各校の特別支援教育コーディネーターの
中から「校区リーダー」を指名し、特別支援教育の資質
能力の高い地域のリーダーとして育成するとともに、未
来の管理職として育成するための「校区リーダー育成プ
ログラム」を実施した他、特別支援教育の経験のない校
長に対し、経験のある管理職ＯＢの指導のもと、特別支
援教育の校内支援体制構築を進める研修を実施した。

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）１ 事業背景等・事業目標
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

香川県教育委員会

事業背景・自治体における課題

事業背景

事業目標・目標値

事業目標

目標値

〇「特別支援教育マスター指標」を普及・活用する。
〇令和７年度までに、学校経営方針や学校経営計画におけ
る特別支援教育に関する目標設置率を小・中学校において
100％達成を目指す。
〇本事業で開発する研修コンテンツの活用促進により、特
別支援教育に関する校内研修実施率を小中学校で100％、
高等学校では80％を目指す。
○モデル校において「未来の管理職につながる校区リーダ
ー育成プログラム」を実施し、その終了証が管理職登用に
つながるキャリアパスとして位置づけられる仕組みを検討
し、令和７年度に仕組みが整うことを目指す。

〇現職管理職の特別支援教育の専門性向上と、特別支援
教育に関する資質能力の高い管理職候補者を計画的・継
続的に育成すること。

〇県内小・中学校へ配布した研修プログラムの普及と活
用の促進をすること。

〇本事業の「校区リーダー育成プログラム」を管理職登
用のキャリアパスとして組み込む体制を構築していくこ
と。

課 題 学校経営方針に特別支援教育を位置づけている学校の割合

校内研修に特別支援教育を位置づけている学校の割合

（R５. 12月）

小学校 90.4％

（R５. 12月） R７. 12月（目標値）

中学校 90.7％

小学校 100％

中学校 100％

小学校 92.0％

中学校 87.0％

高等学校 59.3％

小学校 100％

中学校 100％

高等学校   80％

R７. 12月（目標値）（R６. 12月）

92.2％

94.0％

90.1％

80.0％

61.3％

（R６. 12月）
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構成人数 ２１ 名

外部専門家

開催回数 ９ 回

９ 名

〇 大学関係者： ２ 名

３ 名〇 学校関係者：

〇 関係分野関係者： ４ 名

７ 箇所

連携先

連携内容

本事業を実施するにあたり、協議会の核となる「レベルアップ検討会議」、それに関連する「管理職経験者チーム協議
会」、「エリアサポーター連絡協議会」を設置した。運営協議会の構成メンバーは、大学教員や福祉分野の関係者、特別
支援学校教員、教育委員会主事等、各分野の専門性の高いメンバーで構成され、研修プログラムの作成や再構成、研修資
料の検討、モデル校での研究について検証等を行った。

２ 事業実施体制

連携先

〇 香川県教育センター

〇 香川大学教育学部

発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）

香川県教育委員会

関係機関・専門家等との連携運営協議会

※ 開催予定のものも含む。

（医療・福祉分野など）

〇 発達障害者支援センター「アルプスかがわ」

【内 訳】

（令和７年度）

【開催時期】

①令和７年４月、②令和７年６月、③令和７年７月、④令和７年７月
⑤令和７年10月、⑥令和７年11月、⑦令和７年12月、⑧令和８年１月、
⑨令和８年２月（予定）

〇 管理職向けの研修コンテンツの作成
〇 演習スタイルで体験的に学べるプログラムの作成
〇「管理職育成特区」での特別支援学校のセンター的機能の活用

や福祉制度についての研修等

〇 SCCMCCグループ（就労系福祉サービス事業所）
〇 相談支援事業所「くすくす」
〇 放課後等デイサービス「すまいる」

〇 香川県立香川丸亀支援学校
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【モデル中学校区】
モデル中学校区を指定し、各中学校区に特別支援教育の専門性
の高いエリアサポーターを派遣して、「未来の管理職につなが
る校区リーダー育成プログラム」を実施した。地域の中心とな
る人材の育成と地域支援体制の構築に取り組んでいる。
【管理職育成特区】
モデル中学校区のうち１校を、「管理職育成特区」に指定し、
特別支援教育の経験のない管理職に特別支援教育の経験のある
管理職ＯＢがＯＪＴの形で研修を行っている。本年度は、「特
別支援学校のセンター的機能の活用」と「福祉機関との連携」
を重点テーマに研修を進めているところである。
【関係機関との連携・連動】
香川大学や県センターと連携し、研修プログラムの開発等を行
うとともに、研修プログラムをより具体的な活用につなぐため
の事例収集等を行った。
【協議会】
専門家からなる３つの協議会において、管理職育成特区やモデ
ル中学校区の実践を検証し、好事例を反映させたツールや、マ
ニュアルの作成等を行っている。

３ 取組概要・成果
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

香川県教育委員会

事業フェーズ（事業実施概要）

事業１年目（令和５年度） 事業２年目（令和６年度） 事業３年目（令和７年度）
〇モデル中学校区９校区（校区リーダー育成プログラム）

管理職育成特区１校区（管理職ＯＪＴプログラム）

〇「かがわ特別支援教育研修パッケージ」作成
〇「チーム学校特別支援教育力ＵＰマニュアル

（校内委員会マニュアル）」作成
○「校内委員会演習プログラム」コンテンツ作成

〇モデル中学校区７校区、管理職育成特区１校区
〇特別支援教育マスター指標自己確認シート
（校長版）（副校長・教頭版）作成
〇「かがわ特別支援教育研修パッケージ」改訂
〇「特別支援教育支援員とともに効果的な支援

を行うための手引き」作成
○「特別支援教育支援員が生きる校内支援体制

づくり演習プログラム」コンテンツ作成

〇モデル中学校区５校区、管理職育成特区１校区
〇「活用してみよう！かがわ特別支援教育研修

パッケージ演習プログラム」コンテンツ作成
〇「かがわ特別支援教育研修パッケージ」の活用

促進及び好事例の収集
〇「特別支援教育における小・中学校と関係機関

との効果的な連携についての手引き」作成
〇管理職向けの研修プログラム２本作成

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）

協議会
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県教育センターとの連携により「香川県人材育成方針」に基づき、主体的に学び続ける全ての教員を支える指標とするた
めに、令和４年までに策定済みの「特別支援教育マスター指標（基礎期から深化期）」に加え、令和５年度に「特別支援教
育マスター指標（管理職）」を作成した。令和６年度は、基礎期から管理職までの体系的な指標として見直し、改訂した。
今年度は、本指標の実践的な活用に取り組んだ。

３ 取組概要・成果

管理職としての経験を活かし、管理職（候補者）に必要な資質能力等の検証を行う「管理職経験者チーム協議会」は、大学教
授や義務教育課主任管理主事、特別支援教育の経験のある管理職、管理職ＯＢを委員としている。策定した「特別支援教育マス
ター指標」をより実践的に活用できるよう、「特別支援教育マスター指標自己確認シート（校長版）（教頭版）」のチェック項
目と指標の観点をより連動させて示すとともに、管理職が身に付けたい資質の観点に合わせた研修資料を充実させることができ
た。

発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）

香川県教育委員会

取組内容（詳細）

特色・ポイント

取組の成果

障害により教育上特別の支援を必要とする子
供への対応について身に付けるべき資質能力と
して、基礎期から深化期は
①子供理解力②学習指導力③参画・協働力
管理職は
①マネジメント力②連携推進力③子供理解力
として、それぞれ３観点に分けてマトリクス形
式で示している。

〇教員のキャリアステージに応じた身に付けるべき資質や能力を観点ごとに整理でき、一覧化することができた。（～Ｒ６）

〇教育委員会が行う特別支援教育に関する研修で、「特別支援教育マスター指標」を提示することで、教員一人一人が自身の
キャリアステージに求められる資質や能力を意識しながら研修に参加することができた。

〇「特別支援教育マスター指標」を核とすることで、指標をもとにした管理職用の校内支援体制の推進に関する自己確認シー
トや、教員のキャリアごとの研修プログラムを開発することができた。

教員育成指標における発達
障害を含む特別支援教育に
関する指標の設定

⑴

【特別支援教育マスター指標】
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３ 取組概要・成果
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

香川県教育委員会

⑴ 教員育成指標における発達
障害を含む特別支援教育に
関する指標の設定

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）

【成果物等】

【特別支援教育マスター指標】

基礎期～深化期

管理職版
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昨年度改訂した「特別支援教育マスター指標連動型研修プログラム（かがわ特別支援教育研修パッケージ）」の研修プログラ
ムを本年度も見直し、キャリアごとに学べるプログラムを新たに組み込んだ。また、「未来の管理職につながる校区リーダー育
成プログラム」を管理職登用のキャリアパスとして組み込む体制づくりについて協議した。

３ 取組概要・成果
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）

香川県教育委員会

取組内容（詳細）

特色・ポイント

特別支援学校教員、大学教授、福祉機関職員等、専門家を委員とした「レベルアップ検討会議」では、「かがわ特別支援教育
研修パッケージ」のプログラムの追加や組み換えを行った。本年度は特別支援学校のセンター的機能の活用と学校と福祉との連
携について重点を置いた。「管理職経験者チーム協議会」では、「未来の管理職につながる校区リーダー育成プログラム」につ
いて、研修内容や回数等が、管理職登用のキャリアパスとなりうるに相応しいか検証を行った。

「かがわ特別支援教育研修パッケージ」は、本県の人材育成指標を基にし
た研修プログラムとして、教員一人ひとりがキャリアに応じて主体的に専門
性を高めるために活用できるようにするとともに、管理職が「研修履歴を活
用した対話に基づく受講奨励」に活用できるよう作成しているものである。
本年度は、外部専門家による管理職向けの２本の研修プログラムを作成して
追加するとともに、香川大学と協働して「かがわ特別支援教育研修パッケー
ジ」を教員がより効果的に活用するための演習プログラムを開発中である。
開発したプログラムは県教育センターＨＰ上に公開予定である。

⑵ キャリアに応じた組織的かつ
体系的な研修モデル等の開発

取組の成果

〇「かがわ特別支援教育研修パッケージ」は、特別支援教育に関する研修会等で紹介したり、活用を促したりすることができ
た。本年度は「活用してみよう！かがわ特別支援教育研修パッケージ演習プログラム」を作成し、小・中学校へ周知すること
でさらなる活用を促していく。
〇本年度は外部専門家（発達障害者支援センター職員、福祉機関職員）による、子どもの将来を見据えた支援について管理職
向けの研修プログラムを２本作成し、研修プログラムに追加することができた。
〇体験的に学べる演習プログラムの動画作成にあたり、教員養成課程に在籍している学生が参画することで、養成期にある大
学生の特別支援教育の専門性の習得につなげることができた。演習プログラムは、幼・こ・中・高等学校・特別支援学校の全
校種の特別支援コーディネーター研修で活用し、校内支援体制づくりについて役立ててもらうことができた。

演習スタイルで学べる「特別新教育支援員が生きる
校内支援体制づくり演習」プログラム（Ｒ６）
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３ 取組概要・成果
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

香川県教育委員会

【成果物等】

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）
キャリアに応じた組織的かつ
体系的な研修モデル等の開発

⑵

追加コンテンツ

本年度は
「活用してみよう！かがわ特別支援教育研修
パッケージ演習プログム」を作成予定
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３ 取組概要・成果
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

香川県教育委員会

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）
キャリアに応じた組織的かつ
体系的な研修モデル等の開発

⑵

研修項目 主たる研修内容
校区リーダー相談支援（年間４回） ・障害の特性の理解と困難さの認知

・校内委員会での特Ｃｏ.の役割

校区特Ｃｏ.連絡協議会（年間３回） ・個別の指導計画、個別の教育支援計画の作成
と活用
・自立活動について

校区オンライン研修（年間４回） ・地域の学校や関係機関との連携
・各校の課題の共有と解決策について

巡回相談サポート（年間１回） ・障害特性の理解と困難さの認知、合理的配慮
・個別の指導計画の短期目標や具体的な手立て
の評価

校区教育相談（年間５回まで）
※任意研修

・校区内の学校の課題に合わせた教育相談

未来の管理職につながる〈校区リーダー育成プログラム〉

全１２回＋α
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モデル中学校区のうち１校区を「管理職育成特区」として指定し、特別支援教育の経験のない管理職に対し、経験のある管理
職ＯＢを派遣し、ＯＪＴ方式で研修を進めた。「特別支援教育マスター指標自己確認シート（校長版）（副校長・教頭）」を活
用し、校内で管理職が特別支援教育を推進していくために必要な資質能力について明らかにしながら研修を行った。

３ 取組概要・成果
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）

香川県教育委員会

取組内容（詳細）

特色・ポイント

「管理職ＯＪＴプログラム」においては、校長に加え、教頭も研修に参加した。学校経営方針や教育計画における目標や評価
項目に特別支援教育を位置づけること等、全１３回の研修プログラムを実施することで、特別支援教育を学校全体の課題とし
て取り組むことの重要性について理解を深めることにつながった。

管理職育成特区では、本年度、地域資源の有効活用という観点から「特
別支援学校のセンター的機能の活用」と「福祉機関との連携」を重点テー
マとして研修を進めた。「特別支援学校のセンター的機能の活用」では、
児童の進路相談や教室環境、支援の方法など、特別支援学校の専任特別支
援教育コーディネーターの助言を校内支援体制に生かすことができた。「
福祉機関との連携」については、相談支援専門員と放課後等デイサービス
職員による福祉サービス利用や連携についての校内研修を通して、学校と
福祉機関の連携の重要性について再確認し、地域資源を有効に活用するこ
とで校内支援体制を強化していくことができた。

取組の成果

○管理職育成特区では、地域資源を有効活用することで校内の支援体制を強化することにつながった。他機関と連携する上で
の手続きや留意点、好事例等を「特別支援教育における小・中学校と関係機関との効果的な連携について（特別支援学校のセ
ンター的機能の活用と福祉との連携のための手引き）（仮称）」に整理することができた。（県内の小・中学校長へ配布予定）

○管理職育成特区では、受講した管理職がリーダーシップを発揮して、全教職員で特別支援教育に取り組むことが大切である
という意識が高まった。ＯＪＴ研修を通して、管理職の「マネジメント力」「連携推進力」「子供理解力」の自己評価も上が
った。
〇「特別支援教育マスター指標自己確認シート（校長版）（副校長・教頭版）」で自己評価を行った後、自己研修で活用する
ことができる資料やツールを整理することができた。（県内の小・中学校長へ配布予定）

特別支援教育に関する経験の
ない管理職への研修等の
機会の充実

⑶

管理職育成特区での研修
「学校と福祉機関との連携」
について
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３ 取組概要・成果
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

香川県教育委員会

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）

特別支援教育に関する経験の
ない管理職への研修等の
機会の充実

⑶

全１３回

※ 管理職育成特区の校長は年間３回の「レベルアップ検討会議」に参加する。

研修項目 主たる研修内容
学校経営方針における特別支援教
育の目標設定と具体的な取組み

・学校教育目標の設定 ・目指す学校像の明示
・重点項目と具体的取組みの精選

学校評価の項目の設定と達成目標
値の検討

・評価項目、達成目標値の設定
・半期ごとに評価・評価項目の見直し

適切な人材マネジメントによる校
内支援体制の強化

・特別支援教育マスター指標に基づいた人材育成
・管理職による研修奨励と研修の履歴

校内委員会の運営の在り方と特別
支援教育支援員の効果的な活用

・校内委員会運営マニュアルの活用
・特別支援教育支援員を効果的に活用するための
校内支援体制の構築

学校の課題に合わせた特別支援学
校のセンター的機能の活用や福祉
機関との連携

・特別支援学校のセンター的機能の活用・福祉機
関との連携

モデル校教育相談 ・発達障害の困難さの認知と必要な支援について

管理職育成特区 〈管理職ＯＪＴプログラム〉

重点研修
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３ 取組概要・成果
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

香川県教育委員会

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）

特別支援教育に関する経験の
ない管理職への研修等の
機会の充実

⑶
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４ 事業成果のまとめ
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

香川県教育委員会

「特別支援教育マスター指標」は、運営協議会委員の専門的な意見を基に策定することができた。また、この指標を核とし、研
修立案や研修パッケージの開発、資料の作成等につなぐことができた。研修パッケージを研修会等で周知、活用することで、校
内研修率は小・高等学校において増加した。また、校区リーダー育成プログラムは管理職に求められる資質能力を身に付けるに
値する研修であると評価されたが、キャリアパスにつなぐための仕組みづくりについては課題が明らかになった。

普及・活用

「特別支援教育マスター指
標」を普及・活用する。

事業成果（定量的成果・定性的成果）

特別支援教育に関する研修において、研修内容がマスター指標のどの資質能力
の観点にあたるかを確認することで、教員が自己のキャリアステージや、身に付
けるべき資質能力を意識しながら研修に臨むことができた。また、指標を核とし
て全ての教員が活用できる「かがわ特別支援教育研修パッケージ」の開発や、管
理職が校内支援体制づくりに生かすための「特別支援教育マスター指標自己確認
シート」などを開発し、研修会等で周知・活用するとともに、県内の小・中学校
長へ配布することができた。

事業目標等

①

② 目標設置率

キャリアパスにつなぐ

「未来の管理職につながる
校区リーダー育成プログラ
ム」が管理職登用につなが
るキャリアパスとなる仕組
みづくりを構築する。

令和７年度までに、学校経営方針
や学校経営計画における特別支援教
育に関する目標設置率を小・中学校
において100％達成を目指す。また
、特別支援教育に関する校内研修実
施率を小・中学校では100％、高等
学校では80％を目指す。 

③

令和７年12月の当課の調査によると、学校経営方針や学校経営計画等に特別支
援教育に関する目標を設置している学校は小学校で94.3％（R５.12月と比較して
3.9％UP）中学校で95.7％（5.0％UP）であり、それぞれ増加した。校内で特別
支援教育研修を位置づけている学校は小学校で93.5％（1.4％UP）中学校で76.1
％（10.9％down）高等学校で82.1％（22.8％UP）であり、小・高等学校におい
ては事業開始時と比較して特別支援教育を校内研修で設置する学校が増加した。

「未来の管理職につながる校区リーダー育成プログラム」の研修内容が、管理
職に求められる資質能力を身につけるに相応しいものになっているかについて、
特別支援教育マスター指標（管理職版）と関連させてプログラムを検討した。プ
ログラムの回数や内容については管理職に求められる資質能力を身に付けられる
ものと評価された一方で、校区リーダーの選出方法等、本プログラムをキャリア
パスにつなぐための仕組みづくりについては課題が明らかになった。

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）
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５ 今後の展望
発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

香川県教育委員会

本県では、人事異動に伴い、特別支援教育の経験のない管理職や、経験の少ない特別支援教育コーディネーターへの支援が
引き続き必要である。今後も本事業で開発した成果物を最大限に活用し、特別支援教育コーディネーターの育成と伴走支援に
よる校内支援体制の構築を行いたい。引き続き中学校区を単位としたモデル校区を指定し、園・学校間における切れ目ない連
携に向けた支援を行う予定である。

●●●…
●●●…
●●●…

事業成果の活用・普及等

特Ｃｏ.への伴走支援

モデル中学校区の小・中学校に対
して、特別支援教育の専門性の高い
指導員（エリアサポーター）を派遣
し、校内支援体制構築や学校間連携
のための助言を行う。特別支援教育
コーディネーターの育成や伴走支援
を行いながら、校内研修サポート、
個別の指導計画の作成や活用、教育
相談等、学校の課題に合わせた支援
を行う。

地域の切れ目ない支援成果物の活用

モデル校区の幼・こ・小・中・高
等学校の特別支援教育コーディネー
ターの集まる学校連携協議会を実施
し、将来を見据えた切れ目ない支援
につながる学校間連携の在り方につ
いて検討する。連携における課題や
好事例を共有したり、本事業で作成
した、成果物を活用したりしながら
モデル校区の連携強化、連携のため
の基盤づくりに努める。

本事業で作成した様々な成果物を、
今後もモデル校区で活用したり、特別
支援教育に関する研修会で紹介したり
することで、活用を促していく。

教員のキャリアごとに研修を組み込
んだ「かがわ特別支援教育研修パッケ
ージ」を短時間で効果的に校内研修等
で活用することができるよう、研修パ
ッケージの具体例な活用例を研修会等
で示していく。

今後の課題等

〇「管理職ＯＪＴ研修」では、校長のリーダーシップの下、校内支援体制を構築する上で具体的な成果が得られた。研修で有
効であった資料やツールを整理した冊子を毎年各小・中学校長へ周知・配布しているが、活用の状況が十分とは言えない。管
理職を対象とした特別支援教育に関する研修において、実際に成果物を研修に取り入れる等の工夫が必要である。
〇「未来の管理職につながる校区リーダー育成プログラム」を管理職登用のキャリアパスに位置づけるには課題が残っている
が、プログラム自体は管理職としての特別支援教育の資質能力を身に付けるに相応しいものであると評価することができた。

（管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のための体制構築事業）
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